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計画経済期における中国の社会主義的福祉政策の考察 

 
黄璋 1 

 
要旨 

本稿は計画経済期（1949-1978 年）における中国の社会主義福祉政策を政策原理と政策

実態の両方面から考察する．政策原理について，急速な工業化の目標および農民を残酷な

までに搾り上げる発展戦略から検討する．政策実態について，救済措置から「統包統配」

の労働力計画配置政策への転換，就労政策の課題と失業率ゼロの虚実を検討した上で，都

市「単位保障」の実像及び農村「集団保障」の本質を明らかにし，さらにこうした福祉政

策における不平等と格差を検討する． 
 

キーワード：計画経済 福祉政策 職業分配 単位保障 集団保障  
 

 
Ⅰ．はじめに 

 
一般的に，近代的な社会保障制度は資本主

義社会が発達するに従って生成し発展してき

たものであるとされる．言い換えれば，社会

保障制度は，資本主義社会の形成と発展を前

提として必要とされる社会的な仕組みである

と言ってよい 2．しかし，中国の社会保障制

度は，資本主義社会の段階を経ることなく，

社会主義革命によって計画経済システムの中

に社会主義理論に則って設計され，欧米とは

異なる歴史的過程の中から生み出されるもの

である．ハイエクの自生的秩序論を借りれば，

中国の社会保障制度が自生的に成立した制度

ではなく，設計された制度である．改革開放

期（市場経済期）における福祉政策の改革は，

基本的に計画経済期に形成された福祉政策を

取り替え，近代的な社会保障制度（西側の社

会保障制度）を導入する過程であると言って

も過言ではない．とはいえ，社会主義的イデ

オロギーや計画経済期の福祉政策の遺制など

が，改革開放期の福祉政策改革に影響を及ぼ

しているのが言うまでもないことである．し

たがって，計画経済期に焦点をあて，現在中

国の社会保障制度の起点となった社会主義的

福祉政策がどのように設計され作り出された

のか，およびその政策の実態がどのようにな

っていたのか，という歴史の中での制度形成

と制度の実態を考察することが，改革開放期

の福祉政策改革と発展をとらえることに寄与

することができるであろう． 
 
Ⅱ．社会主義国家の福祉政策をめぐる先行研

究 
 

歴史を振り返ると，資本主義は富を生み出

す一方で，不安をも生み出してきた．資本主

義社会の歴史は，この不安を和らげる「クッ

ション」を作り出す歴史であると言ってよい
3．この「クッション」とは，社会保障あるい

は福祉国家のことである．福祉レジーム論者

のエスピン・アンデルセンは，『福祉資本主義

の三つの世界』において，資本主義国家を前

論文 
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提に，自由主義的，保守主義的，普遍主義的

レジームという三つの分析枠組を考案し，福

祉主義国家のタイプを類型化した 4．近年は，

旧ソ連・東欧の社会主義国家の経験に基づく

社会主義福祉国家論も出現している 5．宇佐

見（2010）によれば，これらはエスピン・ア

ンデルセンの資本主義国家における福祉レジ

ーム論を参考に，社会主義福祉国家の特色を

見出し，形成要因を分析し，それを福祉比較

レジーム論に位置づけようとする試みである
6．これらの社会主義福祉国家論における福祉

政策の特質としては，「①「勤労を義務」とす

る形式的な完全雇用，②就労を前提とする低

水準ながらも普遍的な福祉供給，③国家によ

る生活必需品の価格統制や現物支給，および

職場（勤務先）を経由して提供される「国家

的生活保障」，④男女平等，女性就労支援制度

の整備，などが挙げられる」7．社会主義福祉

国家論における福祉政策では，国ごとに異な

る部分も存在するものの，その基本的な特質

は社会主義国家に共通するとされる 8． 
また，資本主義福祉国家の形成要因には，

民主主義社会における権力資源動員論，階級

同盟論などがある．これに対して社会主義国

家の福祉システムは，選挙や利益団体の不在

の下で如何に形成されたのだろうか．その答

えとして，社会主義経済システム，権威主義

体制が社会の支持を得るための社会契約の一

部であったこと，また経済成長に伴い社会が

分配を求める圧力への対応でもあったこと，

国民を社会主義体制へ従わせる手段であった

こととされている 9．   
中国の社会主義福祉政策は，ソ連の福祉政

策をモデルにして導入されたものであって，

旧ソ連・東欧を代表する社会主義国家福祉政

策と共通点を有することに間違いはない．と

はいえ，ソ連と比べれば，中国の特異点も存

在していることは否定できない．たとえば，

厳格な戸籍制度に基づく都市農村二分化の福

祉システムが存在し，農村部が国家福祉シス

テムから排除されていることである．ソ連は

移動を制限する居住登録制や居住許可

（Propiska）制度 10が存在しているといえども，

中国ほど厳しい規制はなかった 11．しかもソ

連では，1960 年代半ば以降に国家福祉システ

ムの範囲は農村部にまで拡大した．中国の社

会主義福祉政策は「国家・単位保障モデル」12

あるいは「単位福祉モデル」13という形で整

備され，あくまでも都市人口を対象としたも

のである．こうした政策の形成過程，特徴に

関する研究は膨大に蓄積されているが，これ

までの研究は，制度的アプローチから福祉供

給側の主体に着目した研究が圧倒的に多い．

例えば，鍾（2008）14は毛沢東時代を支える

重要な柱の国有企業，集団企業，農地改革，

中央・地方関係という制度を論ずる上で，社

会福祉政策の展開過程と内容を考察したが，

福祉政策の政策原理に関する分析を行ってこ

なかった．田多（2004）15は社会保障制度と

は何かをめぐって資本主義社会と社会保障制

度の関連を解明する上で，資本主義社会に生

まれた社会保障の本質と特性を析出し，それ

を根拠に計画経済期の中国社会主義福祉制度

が生活保障制度であるに過ぎないと主張して

いる．朱（2004）16は「統収統支」の財政体

制と社会保障制度の関係を分析し，政府企業

間の「統収統支」関係の下位に位置している

国有企業は資本蓄積機能の退化が進み，国有

企業の役割が福祉の供給に特定されたと指摘

している．これらはある程度，中国社会主義

福祉政策の原理とその規定要因を明らかにし

たが，政策実態に関する分析が比較的に少な

い．そこで，本稿は中国共産党公文書データ

ベースと中国統計年鑑などの一次資料を用い

て，同時代の政治状況を踏まえ，中国の社会

主義福祉政策に焦点をあて政策原理と政策実

態の両方面から考察することにしたい．なお，

考察するにあたり，広義の福祉政策，すなわ
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ち全国民を対象に一般的な生活問題の解決を

目指す取り組みをまとめる福祉政策の概念を

用いる．また，計画経済期における福祉は就

業と結び付けられているので，就業政策や賃

金制度にも言及する． 
 
Ⅲ．中国の社会主義的福祉政策の政策原理 

 
「現実社会主義国家」は歴史過程のマルク

ス主義的「運動法則」17とは反対に，経済社

会の「未成熟の条件」下で社会主義建設を開

始し，そうした中でキャッチアップのために，

様々な「急速な蓄積を達成する手段」を開発

していたのが歴史的真実である 18．中国の場

合，立ち遅れた農業国であったがゆえに，急

速な工業化を実現するには，最大限の資本蓄

積と，その資金を工業部門に集中的に投入す

ることが不可欠となる．そこで，資本蓄積の

最大化，消費の抑制，農業の収奪を基本的な

内容とする方式を選ばざるを得ない 19．中国

共産党の言葉で表現するならば，「勤倹建国」

である．「勤倹建国」は消費の節約と，資本蓄

積の増大を含意する．「工業化建設には巨大な

資金が必要である．この巨額資金をどこから

調達するか，（中略）中国人民が節約する方法

しかない．基本生活を保障する前提で，なる

べく節約し，節約した資金を工業化建設に投

入する 20」．これは，かつて国家主席を務めた

劉少奇が唱えた，工業化建設を国家の第一目

標とし，資本蓄積を拡大し，消費を抑制する

方針である．なお，遅れた農業国の中国では

工業化を実現しようとすれば，工業の主たる

源泉を農村に求めざるを得ない．これについ

て，毛沢東は次のような指示があった．「国家

の工業化と農業技術改造を成し遂げるために，

必要な巨額の資金のうち，相当な部分は農業

の面から蓄積しなければならない．21」，いわ

ゆる，「社会主義的原始蓄積」のための資金源

としての農業の考えである 22．こうした国家

建設の方針は，中国の社会主義的福祉政策の

形成に根本的な影響を及ぼしている（図 1）． 

 
図 1，政策原理のイメージ図． 

 

 
また，毛沢東を核心とした最高指導部は「超

越戦略」に腐心し，重工業優先発展の工業化

様式を採択するだけではなく，きわめて高率

の工業化テンポを求め，基本建設(capital 
construction)の規模をできる限りに拡大する

傾向にあった 23．具体的には，1958 年 5 月の



 
 
 

ICCS Journal of Modern Chinese Studies Vol.14(2) 2021 
 

 59 

八回二次会議において「15 年以内に主要な工

業製品の産量の面において英国を追い越す」

と決議されていた 24．また同年 6 月 22 日に毛

沢東が薄一波の「二年で英国を追い越す」（「両

年超過英国」）の報告書に「鉄鋼産量の面にお

いて英国を追い越すためには 15 年ではなく，

7年でもなく，2年から3年だけで可能であり，

いや，2 年だけでもあり得る．」という書面で

の指示をした 25．そうした願望に駆られ，「英

国を追い越し，米国を追いつく」をスローガ

ンとする「大躍進運動」にまで暴走した．結

果的に，基本建設投資率の拡大に伴い，社会

消費部分の支出を不断に圧迫させられた．具

体的にみると（表 1），工業化初期(第一次五

か年期)に基本建設投資率は平均で国家財政

支出の 40％近くに維持されており，大躍進時

期（1958‐1960 年）に平均で 57.2％まで上昇

された．大躍進政策の挫折による「調整・整

頓時期」（1961‐1965 年）を除き，基本的に

1978 年まで基本建設投資率が国家財政支出

の 40％以上のレベルに維持されていた．さら

に，当時，複雑な国際情勢に直面し，国防費

の割合が高く維持されていた．具体的に言う

と，国防費は，大躍進時期を除き平均で国家

財政支出の 20％以上のレベルに維持されて

いた．こうして，基本建設支出と国防費との

二項目の支出が国家財政支出の 60～70％を

占めていた．まさに「備戦備荒」（戦争に備え，

物資不足に備え）というスローガンの通りで

あった．一方，年金・社会保障費の割合は，

調整・整頓時期を除き平均でわずか 1.5％に過

ぎなかった．「調整・整頓時期」の年金・社会

保障費が 3.3％と比較的に高くなっていたの

は，大躍進運動による国民経済の混乱や飢饉

問題を解決するために，基本建設支出を削減

し，民生改善などの支出を拡大した結果であ

ったと推測することができる．こうした政策

環境は計画経済体制が崩壊するまで福祉水準

を規定しているといっても過言ではない．

 
表 1．国家財政支出の構成 

全国の項目別財政支出の割合 1953‐1957
（第一次五カ

年期） 

1958‐1960
（大躍進時

期） 

1961‐1965
（調整・整頓

時期） 

1966‐1976
（文革時期） 

国内基本建設支出 39.5% 57.2% 30.4% 43.2% 

企業流動資金に対する追加充

当 
8.3% 9.2% 10.3% 6.1% 

科学技術開発費 0.7% 0.3% 4.8% 3.5% 

地質探査費 1.2% 1.7% 1.8% 1.8% 

工業交通商業部門事業費 3.6% 3.4% 3.6% 1.7% 

農業生産管理費と農業事業費 2.2% 4.0% 6.7% 4.2% 
教育科学衛生事業費 8.7% 7.4% 12.2% 10.1% 
年金・社会保障費 2.0% 1.0% 3.3% 1.6% 

国防費 25.6% 11.0% 19.7% 22.4% 

行政管理費 8.0% 5.0% 7.3% 5.3% 

出典：中国国家統計局国民経済総合司 (編)『新国五十年統計資料彙編』（Excel 版）中国統計出版社より，筆者

作成． 
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それでは，社会主義的福祉政策は急速な工

業化の目標および農村に対する収奪に依存す

る発展戦略のもとで，どのような影響を受け

ていたかについて分析していきたい．まず，

農業部門から資金を調達するため，最大限の

農産物を確保することが必要となる．そこで，

農産物の統購統買政策（統一買付・統一販売）

を取らざるを得ない．「統購統売」政策は，①

農村での農産物の統一買付，②都市での食糧

定量供給，③農産物自由販売の排除という三

つの要点を含意する 26．農村での農産物統一

買付は，国家が最大限に農産物を確保するこ

とを可能とした．都市での食糧定量供給は，

戸籍登録に基づいて食糧供給の対象と数量を

決定するため，都市人口の抑制や食糧消費の

抑制にもつながっていた．農産物自由販売の

排除は，すべての農産物加工経営の工場，商

店が国家によって統一管理され，農民自家消

費の余剰食糧を売るならば，国営商店に売り

渡さなければならなかった 27．このようにし

て，国家が最大限に農産物を掌握することが

できた．政府は買い付けた農産物を輸出し，

工業化に必要な機械，技術，部品，原材料な

どを輸入していた．「我が国の工業基盤を確立

し，高度工業化国家を建設するため，大量の

機械設備を輸入しなければならない．機械設

備を輸入するには輸出品が必要となる．現在，

我が国はまだ農業国であるので，輸出品は主

として農産品しかない．したがって，輸出品

の確保のために，全国人民は意識的にすべて

節約可能の農産物消費品を節約すべきである」
28．さらに，1953 年に陳雲は食糧輸出の確保

の必要性について次のように述べている．「現

在，全国の食糧危機問題が非常に深刻してい

る．（中略）食糧危機問題の解消のために，輸

出用の食糧を削減できるかどうかという考え

はあり得ない．160 万トンの輸出用の食糧に

は 100 万トンの大豆がソ連をはじめとする諸

国からの機械設備輸入に，27 万トンの食糧が

スリランカからのゴム輸入に使われる．残り

の部分は他の国への輸出である」29．たとえ

三年困難期（1959～1961 年）において大飢饉

が発生しているにもかかわらず，農産物輸出

の確保のための買付・輸出運動の緊急指示が

なされた．「今年の七か月以来，対外貿易のた

めの買付任務と輸出計画の実施進度が非常に

悪かった．（中略）これは全党が直面している

深刻な政治問題である．（中略）全党を緊急動

員して，あらしのような買付・輸出運動を全

面的に展開し，必ず対外貿易の買付任務と輸

出計画を完成させる」30．それだけでなく，

同年翌月「農村都市の食糧配給基準の低減に

関する指示（1960 年 9 月 7 日）」もなされた．

これらは，まさに工業化のための蓄積源泉と

して，農村に対する収奪がその主力をなして

いる動かぬ証拠であろう．こうした状況にお

かれた農村への財政投入が極めて限定的であ

る．国家財政からの支援があっても水利事

業・農業技術改造や災害救済に使われること

が多かった（表 1 参照）．こうした中で農民は

自助共済の福祉モデルを模索せざるを得ない． 
次に，都市部の場合は，限られた資金・資

源を節約するために低賃金制を実施するとと

もに，職場単位を基礎にした労働者の生活保

障モデルが形成された．「低賃金制」は 1957
年 9 月に周恩来の「労働工資と労保福利問題

に関する報告」においてはじめて提唱された

ものである．当初，「低賃金制」を実施しよう

とした理由は「労働賃金と労働保険福利政策

は全国人民の生活，特に労農の生活を配慮し

なければならない．合理的低賃金制を実施し，

三人分のご飯を五人で食べ，なるべく皆が食

を得られるようにする．」31とされている．こ

れは労農の生活水準の格差を縮小させ，より

多くの労働者の採用を可能とする考えである．

つまり，農民だけでなく労働者階級もまた最

大限蓄積の対象とされている．図 2 が示して

いるように，中国の労働者の平均賃金の実質
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賃金水準は 1957 年の「低賃金制」を実施して

以来 1978 年まで 1957 年の水準を上回ること

がなかった． 

図 2．労働者の実質賃金水準の推移 

 
出典：中国国家統計局社会統計司編『中国労働工資統計資料 1949－1985』（Excel 版）中国統計出版社 1987

年より，筆者作成． 

ところで，計画経済期における財政構造の

特徴は「統収統支」（収入・利潤を全額上納さ

せ，経費・資金を全額支払う方法）であるた

め，企業の財務会計が国家財政に組み込まれ，

企業の利潤・収入を財政に全額上納させ，企

業の必要な資金・経費が財政から交付される．

その反面に，企業の経済活動に損失が発生し

た場合は財政で補填される 32．こうした中，

企業が政府の経済計画に基づいて生産活動を

行い，生産ノルマの達成と従業員の福祉供給

を行うことが中心的業務となる．これに加え

て，利潤上納前に，従業員に対する労働保険

福祉費と企業諸福利費がすべて控除されるた

め，企業は生産性向上より，むしろ従業員へ

の福祉サービス供給の拡大にインセンティブ

が向かうことになる．そこで，企業の生産意

欲を引き出すために，政府が様々な企業利潤

留保制度及び企業基金制度を実施した 33．こ

れらの制度に基づいた企業内部に留まる資金

は企業が唯一な自由裁量で利用できる資金で，

財務会計上では予算外資金或いは計画外資金

と呼ばれる 34．企業の生産活動の所要機械設

備・原材料などの物質的条件の確保は政府の

責任であるので，財政予算（予算内資金）に

よって賄われていた．予算外資金は常に従業

員住宅建設や福祉サービス施設の運営などの

集団福利事業及び従業員への各種生活手当に

使われている場合が多かった 35．具体的にみ

ると，国有企業の予算外資金は 1958‐1960
年（大躍進時期）の小幅の増加を除き，1970
年代まで横ばい状態であり，1973 年以降，急

増し始めた（図 3 参照）．予算外資金の急増は

財政の地方分権を反映している一方，国有企

業の福祉費支出の増大にもつながっている． 
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図 3．国有企業とその主管部門の予算外資金推移（億元） 

 
出典：中国国家統計局『中国統計年鑑 1985』（Excel 版）中国統計出版社より，筆者作成 

 
Ⅳ．中国の社会主義的福祉政策の実態 

 
一般的に，計画経済期における中国の社会

主義福祉システムは社会主義的理念の「労働

力商品化の止揚論」と「レーニンの国家保険

理論」を理論的な基礎として創設されたとさ

れる．その内，「労働力商品化の止揚論」が，

「統包統配」の労働力計画配置政策によって

具現化された．「レーニンの国家保険理論」で

は，「最も良い労働者保険の形態は国家保険で

ある．国家保険は下記の原則に則って創設す

べきである．「①労働者が労働能力を失うすべ

ての場合に保障されなければならない．②賃

労働者とその家族との全部を含まなければな

らない．③すべての被保険者は賃金全額補償

の原則によって補償されなければならない．

しかも，保険料全額は企業と国家が負担しな

ければならない．④保険は地域別に，被保険

者の完全な自治の原則に基づいて構成される

統一的な保険組織によって管掌しなければな

らない」36．1951 年に制定された「労働保険

条例」は基本的に，この「レーニンの国家保

険理論」を実行に移した．それでは，こうし

た社会主義的福祉政策が実際にどのようにな

っていたのかについて，①救済措置から労働

力計画配置への政策転換，②就労政策の課題

と失業率ゼロの虚実，③労働を起点とする福

祉システムといった三つの方面から検討する

ことにしたい． 
 

1．救済措置から労働力計画配置へ  
中国の社会主義福祉政策は建国初期の救済

措置から発足したとされる．建国初期，長年

の戦乱で難民・被災者，失業労働者が極めて

膨大であった．新政府は，社会安定と秩序再

建のために社会救済活動に全力を傾注し，「生

産事業を興して難民を救済する指示」（「政務

院関於生産救災的指示（1949年 12月 19日）」），

「全国における失業労働者救済の運動の実施

と失業労働者救済基金の調達に関する指示」

（「政務院関於挙行全国救済失業工人運動和

筹措救済失業工人基金弁法的指示（1950 年 4
月 14 日）」），「失業労働者を救済する指示」

（「政務院関於救済失業工人的指示（1950 年 6
月 17 日）」）などの救済指示が，新政権の初の

社会保障的な法令として公布され，政策動員を

幅広く展開した．救済措置はたんなる救済金

（救済糧）給付だけではなく，就職支援に重

点を置き，職業訓練，職業紹介などが中心で

あった．その一方，難民帰郷の動員も行い，

帰郷すれば，一人分の土地が分配されること

が可能である 37．また，都市部の就業圧力や
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社会救済の負担を軽減させるために，1952 年

から農村人口が都市部への盲目的流動が制限

された．特に，1953 年の「農民が都市部への

流入を阻止する指示」（「政務院関於勧止農民

盲目流入城市的指示（1953 年 4 月 17 日」），

1956 年の「農村人口外流の防止に関する指示」

（「国務院 38関於防止農村人口盲目外流的指

示（1956 年 12 月 30 日）」において「勧止」

から「防止」への政策強化で農村人口の都市

への流入が「盲流」（盲目流動）と呼ばれ，各

都市で収容所を設置し「盲流者」を収容して

強制送還することとなった．その他，政府は

農林水業を整備し，過剰労働力が農業部門に

よって吸収・解消されることを期待する一方，

都市部の企業・工場などの事業主が農村部で

の労働力募集を禁じ，すべての労働力採用が

政府の労働部門の統一紹介によって行われる

ことにした 39．さらに，1956 年 8 月に「労働

部による都市失業問題解決に関する意見」

（「中央批准転発労働部党組「関於解决城市失

業問題的意見」（1956 年 8 月 20 日）」）より，

労働力採用は都市部の住民を優先して採用す

ることが正式に採択された 40．こうした失業

撲滅運動を通して，都市失業率は 1949 年の

23.4％から 1957 年の 5.9％に急劇に引き下げ

られた 41． 
また，地方政権の接収とともに，旧国民党

政権時代の軍政人員，官僚資本主義企業の従

業員，いわゆる旧人員を如何に処分するのか

が浮き彫りになった．旧人員を解散（解雇）

すれば，新たな失業問題が出てくることは想

像に難くない．甚だしい場合，反革命勢力の

予備軍にもなりうる．こうしたなかで，旧人

員を対象とした「受け入れ政策」が採択され

た．「受け入れ政策」とは「三人分のご飯は五

人で分けて食べる」方針で生活費を支給しな

がら個々の旧人員の実状に応じて新たな職に

割り当てるという職業配置措置であった 42．

この一時的な職業配置措置は，やがて大学新

卒に拡大され，1951 年 11 月以降，退役軍人，

専門学校新卒，短大新卒，都市の高卒・中卒

にまで拡大された．これが，いわゆる「統包

統配」の労働政策の形成過程である． 
なぜ，失業者救済措置に起源した就職支援

の労働政策は，最終的に旧人員を対象とした

「受け入れ政策」の職業配置措置と合流した

か．丸川（2013）は「工業化を進めようとし

た時の大きな問題は工業を担える人材の不足

であった．限られた人材を国有工業企業と民

間企業で奪い合う構図となり，賃金が急上昇

した．こうした事態において労働市場に対す

る政府の統制を強めることであった」と指摘

している 43．その理由以外に，失業問題対策

の一環として，労働者の就業機会を充分に確

保するために政府が労働市場に対する規制を

強化する必要があると考えられる．例えば，

「政務院による労働就業問題に関する決定」

（「政務院関於労働就業問題的决定（1952 年 8
月 6 日）」において「すべての企業は，一時的

に困難にあっても，なるべく生産と経営との

面で工夫し，従業員を解雇してはならない．

労働者の権益を保障し失業者の増加を回避す

べきである．（中略）すべての企業は，生産革

新により生産性が向上されることで生じた余

剰人員を解雇してはならない．余剰人員は職

業訓練を受けながら国家の労働力計画配置

（職業の割り当て）を待つか所属企業の生産

拡大に備える」44という規定がなされた．つ

まり，失業撲滅は建国初期の重要な課題の一

つとされていた 45．もちろん，根本的には計

画経済体制の構築の一環として労働力計画配

置の就労政策が欠かせないためであるとされ

ている． 
ここまでみてきた通り，就労政策の転換は，

経済復興期（1949‐1952 年）から過渡期（1953
－1956 年）へ，そして，社会主義計画経済体

制の確立までの歩調とほぼ一致している．つ

まり，経済復興期における就業支援，過渡期
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における職業の統一紹介から職業の割り当て

（労働力計画配置）への政策転換の過程であ

る．1952 年の「失業労働者の対処に関する弁

法」（「政務院関於処理失業工人弁法（1952 年

8 月 6 日）」においても「国家計画建設に適応

させるために，まず労働力の統一紹介から着

手し漸次的に労働力の統一配置への転換を実

現すべきだ」と規定された．それは，翌年の

第一次五カ年計画の実施に備えるための就労

政策の転換と言える．換言すれば，計画経済

体制の整備につれて労働力計画配置の労働政

策が形成されてきたわけである． 
 

2．就労政策の課題と失業率ゼロの虚実 
就労政策課題の一つとしてソ連が労働力不

足の問題に悩まされていたのに対して，中国

は労働力過剰が大きな問題であった．それに

もかかわらず，膨大な人口を抱える中国は資

金・技術集約型の重工業を優先して発展する

工業化戦略を採択し，限られた資金・資源を

できるかぎり工業化建設に投入していた．こ

のため，大規模な工業化建設が展開されても

大量の労働力を吸収できず，都市人口を制限

する工夫を凝らせざるを得ない．そこで，1958
年に農村都市二元化の戸籍制度を実施し，国

民を「農業戸籍」を持つ者と「非農業戸籍」

を持つ者とに分けて，農村戸籍を持つ者は出

身地の村で一人分の土地が配分され，農業に

従事することができる．一方で，「非農業戸籍」

を持つ者は戸籍所在地で食糧の配給や住宅の

配分を受け，就職先の割り当てを受けること

ができる 46．このようにして，1958 年以降，

失業率は完全にゼロになった（表 2）．しかし，

「失業率ゼロ」の裏には，経済困難が発生し

た時につけ，都市人口を農村部へ「疎開」す

る措置がよく取られていた．その典型例は大

躍進政策失敗後の「三年困難期」の都市人口

削減（都市人口帰農措置）と文化大革命期の

「知識青年上山下郷」運動がある．具体的に，

1958 年から 1977 年の労働力待機率（実質上

失業率）がゼロであったが，1961 年に「現在，

大きな決断が必要である．それは都市人口を

減らすことである．」47，「現在から 3 年内 2
千万人以上の都市人口を減らさなければなら

ない．1961 年に少なくとも 1000 万人を，1962
年に少なくとも800万人を削減し1963年の前

半までに都市人口削減任務を終わらせなけれ

ばならない」48という都市人口削減措置が採

られた．また，全国「上山下郷の知識青年」

の人数をみると，1962 年から 1977 年の期間

に延べ 1703.62 万人の「知識青年」が農村へ

下放された（表 3）．これについて，丸川(2002)
は，中国では巨大な人口圧力もあり，社会主

義体制下においても失業問題は完全に解決さ

れておらず何らかの形でそれが存在し続け，

また政治的に隠蔽されていた点を指摘してい

る 49． 
 

表 2．全国都市待機労働力の推移 
年度 都市待機労

働力数（万人) 
都市労働力

待機率(％) 
1949 474.2 23.6 
1950 437.6 不明 
1951 400.6 不明 
1952 376.6 13.2 
1953 332.7 10.8 
1954 320.8 10.5 
1955 315.4 10.1 
1956 212.9 6.6 
1957 200.4 5.9 

1958‐1977 0 0 
1978 530 5.3 

出典：中国国家統計局社会統計司編『中国労働工

資統計資料 1949－1985』（Excel 版）中国統計出版社

1987 年より筆者作成． 
注：都市待機労働力（中国語：待業人員）とは，

職業の割り当て(職業分配)を待つ中等専門技術学校，

短大，大学，および都市の中学校，高校などの新卒

者または 16 歳以上の未就業の都市住民を指している．

社会主義国家では失業問題を認めないので，失業者

の代わりに，待機労働者の概念を使っており，同様

に失業率ではなく労働力待機率を使っている． 
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表 3．全国知識青年上山下郷人数の推移 
年度 全国知識青年上山下郷

人数（万人） 
1962-1966 129.28 
1967-1968 199.68 

1969 267.38 
1970 106.4 
1971 74.83 
1972 67.39 
1973 89.61 
1974 172.48 

1975 236.86 
1976 188.03 
1977 171.68 
1978 48.09 

出典：中国国家統計局社会統計司編『中国労働工

資統計資料 1949－1985』（Excel 版）中国統計出版社

1987 年より筆者作成 
 

3.労働を起点とする福祉システム 
社会主義国家における労働と福祉の連携は，

マルクス主義の「働かざる者食うべからず」，

「労働は人間の本質である」という原則から

導かれたものとされる．1954 年の憲法では

「中華人民共和国の公民は労働の権利を有す

る．国家は国民経済を計画的に発展させ，労

働就業を逐次拡大し，労働条件と賃金待遇を

逐次改善することを通してこの権利を保障す

る．労働不能の時，物質的支援を受ける権利

を有する．国家は社会保険，社会救済，及び

大衆衛生事業を講じることを通してこの権利

を保障する」50と規定されていた．つまり，

労働と福祉はいずれも国民の権利として憲法

に明記されている．この憲法条文から，就労

保障そのものが福祉の一つであり，物質的支

援が労働不能の時のみに限定されることが見

て取られる．こうした理念のもとで「高就業，

低賃金，生活保障」という福祉システムが創

設された．その内，都市の「単位保障」と農

村の「集団保障」が主要な内容であったが，

非就業者（就労不能者，障碍者，三無老人 51な

ど）の住民に対して「民政福祉」で対応して

いた．労働力計画配置の就労政策のもとで，

「民政福祉」の適用対象者の範囲が狭かった

ため，ここでは主に都市の「単位保障」と農

村の「集団保障」を中心に分析を展開するこ

とにしたい． 
（1）都市「単位保障」の実像 
都市の「単位保障」は，「単位」を基礎とし

た労働保険と企業福利から構成されていた．

就労は国家の責任であるため，大学，短大，

中等専門学校の新卒は国家によって統一配置

されていた．一方で，他の低学歴・非技術者

の労働力（原則として 16 歳以上）は地元の労

働局に待機労働力として登録され，職業の割

り当てを待つのが一般的であった 52．福祉供

給は職場を経由してなされることから，労働

可能者は就職することではじめて福祉受給が

可能であった． 
労働保険は，1951 年に制定された「労働保

険条例」において労働者の年金・医療費が企

業全額負担，従業員の直系親族の被扶養者の

医療費も企業の半額負担となっており，労災，

出産，病気などで働けなくなった場合におけ

る，労働者・被扶養者への給付も充実した整

備がなされていた 53．労働保険の財源と運営

は，「企業は毎月，賃金総額の 3%を労働保険

料として拠出する．労働保険基金は労働組合

によって管理される．労働保険金の 70%は，

各企業の労働組合によって管理運営され，残

りの 30％を全国労働組合に上納し，全国規模

で運営・調整する仕組み」54，となっていた．

しかし文化大革命期になると，全国一律での

管理が難しくなったため，労働保険が完全に

企業ごとの管理運営に移された．これが，労

働保険がいわゆる「国家・単位保障モデル」

からへ「単位保障」モデルに変容した経緯で

ある．企業福利については，「労働保険条例」

に規定がある療養所，休暇療養所，託児所，
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食堂などの施設以外に，住宅，文化娯楽，各

種生活補助，生活用品のなどの現物給付が企

業から提供されていた．企業福利制度は，従

業員に生活上の便宜を提供し，彼らを安心し

て働かせることを目的とする集団事業である
55．労働保険制度であれ企業福利制度であれ，

いずれも就労を前提としてはじめて機能する

ものである．こうした福祉サービスは，実質

的に企業内または職場単位内に内部化させた

ものであり，「単位福祉」とも呼ばれる． 
また，重工業優先の計画経済構造下で，社

会公共サービス施設への財政投入が常に不足

していた．まさに毛沢東が指摘したように「こ

こ数年間の建設には一つの問題がある．それ

は都市インフラ・サービス施設などが整備さ

れていないことである．将来的には大きな問

題が生じる．」56．ここの問題は，いわゆる「企

業弁社会」（企業が社会を作らざるを得ない）

のことである．すなわち，企業が主業と関係

ない副業を経営し，社会的機能を果たさなけ

ればならいという問題である．このため，企

業は託児所，食堂，浴室，光熱水道など生活

全般のサービスを提供し，大企業の場合，学

校，病院も経営し，大きな社会的負担を背負

っていた 57．それに加えて，政府は労働者の

労働生活上の便利性を配慮し職場を中心に住

宅建設を行っていた．その結果，基本的に一

つの企業は，一つの閉鎖的な社会となった．

いわゆる「単位社会」である．極端な場合，

一つの大企業が単独の都市を構成し，企業組

織と地方行政組織が一体化した．例えば，東

営市，大慶市のような，石油企業を中心に形

成された都市である． 
なお，「単位保障モデル」もとで，国家によ

り労働者生活がどれだけ補助を受けているか

については，家計消費の支出構成が，その状

況を反映している．これをみると，1964 年の

都市一人当たり家計消費の支出構成では，

85.37％の支出が日常消費と生活品に使われ

ており，その内，食品が 59.22％を占めた(表
4)．それに対して，住宅，光熱水道費，交通

費，学費，保育費などの非商品消費は，14.63％
を占めたに過ぎない．中国の食生活以外の費

用は，極めて低い．これは，国家・企業によ

って補助がなされているためである．言い換

えれば，労働者の家計消費の大部分は現物給

付あるいは国家・企業からの補助を受けてい

たのである． 
  

表 4．都市一人当たり家計消費状況の構成（％） 
項目 1957 1964 1981 
一，商品消費 85.89 85.37 92.01 
食品 58.43 59.22 56.66 
衣服 12 10.98 14.79 
日用品 7.62 5.98 9.56 
文化娯楽用品   1.09 5.67 
書籍雑誌 0.59 1.14 0.95 
医薬医療用品 1.84 1.85 0.6 
燃料 3.89 4.24 1.94 
二，非商品消費 14.11 14.63 7.99 
家賃 2.32 2.61 1.39 
光熱水道費 1.46 1.74 0.97 
学費 0.65 1.25 0.58 
保育費 1.3 1.58 0.60 
交通費 2.38 1.74 1.34 
通信費     0.11 
文化娯楽費 1.08 0.71 0.63 
出典：中国国家統計局社会統計司編『中国労働工

資統計資料 1949－1985』（Excel 版）中国統計出版社

1987 年より筆者作成 
 

（2）農村人民公社の集団保障の本質 
農村では労働可能者が人民公社・生産隊に

組織され，そこで働き福祉の提供を受けてい

た．彼らのための福祉は，主に医療衛生事業

と集団福利事業の二つの分野を中心に展開さ

れた． 
まず医療衛生事業は，農村合作医療制度を

基幹とし，「裸足の医者」58と「巡回医療隊」

から構成されていた．農村合作医療制度は，
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農業合作化運動の過程のなかで農民の自発的

な試みから発展した自助共済の医療制度であ

り，1965 年以後に毛沢東自らの指導によって

普及されたものである．1965 年 6 月 26 日，

毛沢東の怒りに端を発して出された「六二六

指示」59により，中国の医療衛生事業の重点

は，農村部に傾斜し始めた．この「毛主席最

高指示」のもとで，農村部医療は「裸足の医

者」，「合作医療」といった運動が全国を席巻

した．当時，農村合作医療制度を基幹とする

衛生事業を整備するか否かは，毛主席路線を

実行するかしないかの問題に関わっていたた

め，農村において短期間で生産隊の衛生室，

人民公社の衛生院，県の人民医院といった三

層の医療セーフティネットが整備された 60．

これ以外に，大都市の医師派遣団による巡回

医療制度も設けられた．通常の疾病の場合は，

生産隊の衛生室，人民公社の衛生院が対応し，

農民が払う費用は非常に少なかった．大病の

場合は，県の人民医院あるいは巡回医療の医

師派遣団により診療がなされ，その診療費用

は人民公社・生産隊によって負担されていた
61．しかし，農村の医者の主力は「裸足の医

者」であった．「裸足の医者」はほとんど農村

に下放された知識青年から養成され，生産隊

の一員として働く傍ら，診療行為を行い，そ

の診療の実労働に応じて生産隊の収益から報

酬を得る半農半医の衛生員であった 62． 
次に，農村集団福利事業は，「①出産，労災，

疾病などの働けない場合における，農民とそ

の家族への生活補助と有給休暇の保障，②扶

養者のない老人，病弱者，孤児，寡婦，障害

者を対象とする集団的扶養及び生活困窮の農

民への生活補助などを含み，上記の福祉費用

はいずれも人民公社・生産隊の公益金から拠

出されている」63．人民公社・生産隊は，集

団収益の 3％～5％を公益金として拠出し，医

療保険・集団福利事業の経費（福利基金）に

充てていた 64．農村合作医療制度の財源は，

こうした人民公社の福利基金と社員（農民）

の個人拠出（約収入の 0.5％～2％）から構成

され，国家からの財政的支援をいっさい受け

ずに，農民の自助共済のみからなる福祉制度

であった． 
 

（3）福祉政策における不平等と格差 
こうした社会主義福祉政策の内容であった

が，施策に移された時に必ずしも平等的に行

われることではなかった．この福祉政策はど

れほど不平等と格差が生じるのかについて，

ここでは都市労働者内部，地域間，都市農村

間の三つの方面から検証することにしたい． 
まず都市労働者内部の不平等と格差につい

て，国家は労働者に対し，平等な労働保険福

祉を提供してきたが，現物給付の福利分配は

平等に行われてこなかった．1953 年から実施

された食糧配給制と 1961 年 10 月以降に実施

された現物給与制においては，生活必需品券

（購買券・配給券）が 50 種類ほどあった 65．

国家が企業を通して労働保険を管理するだけ

でなく，企業自身も直接的に大量の福祉サー

ビスや生活補助を提供していた 66．これは低

賃金制下で労働者が賃金だけで生活を維持す

るのが困難であるためと言われている 67．し

たがって，企業が直接に住宅のみならず，基

本生活全般に関わる福祉サービスを提供して

いた．具体的には，「国務院による職工生活方

面の若干問題に関する指示」（「国務院関於職

工生活方面若干問題的指示（1957 年 1 月 11
日）」）によると，職工の住宅問題，通勤問題，

疾病医療問題，生活必需品の供給問題，生活

補助問題などの諸問題は，いずれも企業(また

は所属単位)を中心に対応すると定められて

いた 68．これは，いわゆる「単位福利」であ

る．しかも，物資不足のために，こうした福

祉サービスは，企業以外のところで購入する

のが非常に困難であった．あるいは，お金が

あっても購買券・配給券（中国語：票証）が
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ない限り，購入することができなかった．そ

のため，住宅，各種生活補助など様々な現物

福利は，企業によっては質的，量的にも格差

が生じざるをえなかった．そのなかで，もっ

とも重要なのが住宅分配であった．政府と企

業は国家の基本投資建設計画にしたがい，住

宅を建設したのが一般的である 69．住宅建設

に必要な資金のほとんどは財政予算で賄われ

てきたが，財政的に余裕がある企業は，予算

外の自己保有資金で住宅を建設することも可

能であった 70．それ以外に，大企業の場合，

自社の影響力を行使し政府の住宅管理部門に

圧力をかけて，より多くの住宅が分配される

ことも稀ではなかった．例えば，中央政府の

直属する大型国有企業（中央企業）と地方政

府の直属する中小企業との間に行政レベルや

支配できる資源などの面において大きな差が

あるので，これらの要素は不可避的に職工の

待遇水準（住宅分配の優先順位，現物給与な

ど）に影響を及ぼすことになる．総じて，「単

位」の種類，行政レベル，支配できる資源，

企業規模などは，常に従業員の福祉待遇や生

活水準を規定していたといっても過言ではな

い． 

次に，地域格差については，現在の状況と

正反対に，西部地区，高原地区及び辺境地区

といった辺鄙な地区の福祉待遇水準は，最も

高いところにある．具体的に見ると(図 4)，平

均賃金では最も高い地域は青海省であり，そ

れに次ぐのが甘粛省，寧夏回族自治区などで

ある．これらの地域はいずれも西部地区，高

原地区及び辺境地区といった辺鄙な地区であ

る．一方，現在の先進地区の浙江省，広東省，

江蘇省は全国平均水準以下のところに位置し

ており，特に江蘇省の平均賃金が最も低くな

っていたのが意外である．つまり，当時の賃

金・福祉制度からすると，賃金・福祉待遇な

どは，辺鄙な西部地区や高原地区が優遇され

てきたことが特徴である．辺鄙な地域を優遇

することは，当時の賃金設定と福利政策の原

則である 71．その理由としては，次のような

主張がある．「辺鄙な地域では人口密度が過疎

であって，生産・生活の条件も悪いだが，そ

れらの地域には石油資源と他の資源が豊かに

蓄積されている．資源開発及び辺鄙な地域の

開発のため，労働者がそれらの地域へ就業す

ることを奨励し，賃金・福利の面において優

遇すべきである．」72．

 
図 4．省別の平均賃金の比較 

出典：中国国家統計局国民経済総合司 (編)『新中国五十年統計資料彙編』（Excel 版）中国統計出版社 1999 年よ

り，筆者作成． 
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最後に，都市農村の格差については，都市

の労働者の福祉が企業経営状況と関係なく，

国家財政から保証されるのに対して，農村人

民公社の農民福祉は基本的に国家からの財政

的投入を受けず，集団的な農業生産の収益に

依存していた．こうした福祉が量的にも質的

にも保証されておらず，生産収益によって左

右されることは想像に難くない．全民所有制

単位における労働者と農民の一人当たり福利

費をみると（表 6 参照），1959 年に労働者の

一人当たり福利費が 70.46 元，農民の一人当

たり福利費が 0.49 元で 143.8 倍の格差であっ

た．1959 から 1964 年の期間に平均で 160 倍

の格差が維持されていた．医療資源について

は，まさに毛沢東が指摘したように医療資源

の 75％は都市部に集中し，全人口の 80％以上

を占める農村部にはわずか 15％の医療資源

しかなかったのが事実であった．さらに，食

糧は都市部を優先して供給されることが最も

特徴的である．食糧の統購統売政策のもとで，

農民には常に最低限の食糧しか保有していな

かった．具体的には，1955 年 8 月 5 日の国務

院十七回会議に制定された「農村における食

糧統一買付・統一販売の暫定弁法」（「農村粮

食統購統銷暫行弁法」）と「市鎮における糧食

定量供給の暫定弁法」（「市鎮粮食定量供応暫

行弁法」）により，国家は都市において食糧の

定量供給制（食糧配給制）を実施し都市の食

糧供給を優先して保障すると決定された 73．

一方，農民は国家による査定徴収の食糧のノ

ルマを達成しなければならない(「農村粮食統

購統銷暫行弁法」第四条)．しかも，農民に課

せられたノルマは農家の余剰食糧の 80％～

90％を占めるべきと規定されていた(「農村粮

食統購統銷暫行弁法」第十四条)．そのため，

1959～1961 年の「三年困難期」に餓死された

何千万人もの犠牲者はほとんど農民であった． 
 

表 6．全民所有制単位における労働者と農民

の一人当たり労働保険福利費の比較（単位：

元） 
 
年度 

労働者一人当たり

労働保険福利費 
農民一人当たり

労働保険福利費 
1959 70.46  0.49  
1960 71.50  0.53  
1961 78.69  0.46  
1962 83.28  0.52  
1963 91.30  0.55  
1964 82.60  0.48  
1975 57.89  0.92  
1976 54.77  1.05  
1977 62.59  1.06  
1978 66.08  1.36  
出典：中国国家統計局社会統計司編『中国労働工

資統計資料 1949－1985』（Excel 版）中国統計出版社

1987 年より，筆者作成． 
注：全民所有制単位における労働者と農民は，主

に国営企業の労働者と国営農場の農民を指している． 

 
Ⅴ．おわりに 

 
本稿は中国の社会主義福祉政策に焦点をあ

て，政策原理と政策実態の両方面から系統的

に考察したものである．急速な工業化が至上

命題となるなかで，福祉政策が不可避的に蓄

積の手段の一つになってきた．その結果，都

市における「単位保障」および農村における

自助共済の「集団保障」が形成された．前者

は労働者の生活全般を保障する福祉給付とい

えども，あくまでも生活保障のレベルにとど

まっており，実質上，田多（2004）が指摘し

た低賃金制の補完としての生活保障制度のよ

うな存在であった．後者は国家からの財政投

入をいっさい受けず，農民の自助共済のみか

らなる福祉制度であった．  
また，理論上，社会主義福祉政策はより平

等的，高福祉的であるはずだが，実際には，

①都市労働者内部の福利の格差が企業の「実
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力」によって決定されること，②地域格差は

通念とは異なり，辺境地域がむしろ優遇され

ていること，③農民を残酷なまでに搾り上げ

ること，という三つの特徴を見出すことがで

きる．その内，③農民を残酷なまでに搾り上

げることについては，一人当たり福利費から

みと，1959 から 1964 年の期間に平均で 160
倍の格差が維持されていた．医療においては

75％の医療資源が都市部に集中し，全人口の

80％以上を占める農村部にはわずか 15％の

医療資源しかなかった．しかも，食糧は都市

部を優先して供給され，農民は常に最低限の

食糧しか保有していなかった．農村は工業化

のために莫大な犠牲を強いられてきたのであ

る． 
なお，農村部は基本的に国家福祉システム

から排除されており，国家福祉システムは，

あくまでも 17～18％（都市化率）の人口しか

をカバーしていなかった．社会主義国家では，

失業者は原則として存在しないため，都市化

率はほぼ非農業の就労人口及びその家族を含

む都市人口数につながっている．ソ連の都市

化率は 1926 年（ソ連初の全国規模の人口セン

サス）の 18％から 1989 年（ソ連の最後の国

勢調査）の 65.9％へと達した．同じ社会主義

国家であるものの，中国の都市化率は 1950
年の11.18％から1961年の19.29％へと昇った

が，大躍進政策の挫折した後に，ずっと 17％
～18％前後の横ばい状態であった（中国国家

統計局『中国統計年鑑 1985』）．1989 年のソ連

の都市人口 1.89 億人で，1978 年の中国の非農

業戸籍人口が 1.713 億人である．ソ連の社会

主義経済のピーク期の都市人口が 1.7～1.8 億

人前後に維持しており，1978 年までの中国の

都市人口も 1.7～1.8 億人前後に維持していた．

これは偶然な数値であろうか，あるいはこれ

が計画経済体制の支えられる人口の限界であ

ろうかと思わせる．  
最後に，こうした計画経済期における福祉

政策の諸問題が，市場経済期以降後，解決さ

れたのか，また，市場経済期の福祉政策にど

のような影響を与えたのか？その答えとして，

改革開放期（市場経済期）になると，計画経

済期の福祉政策そのものが改革の対象となっ

ており，福祉政策改革は，計画経済期に形成

されてきた福祉政策を破壊し，近代的な社会

保障制度を整備する過程であると言われる．

勿論，社会主義的イデオロギーや計画経済期

の福祉政策の遺制などが，改革開放期の福祉

政策改革の方向性に影響を及ぼしていること

を否定できない．例えば，瀋（（2014）は，現

段階で中国の社会保障制度改革が目指すのは，

「社会主義計画経済期の公正性と市場経済改

革期の効率性を両立させ，両者の結合」を目

指す「ナショナル・ミニマム」であると主張

している 74．澤田（2015）は改革開放期にお

ける福祉政策改革について，計画経済の非効

率性に対する反動もあって市場を偏重した結

果，社会保障・福祉に関する政府の責任が個

人に転嫁され，個人責任や家族責任が強調さ

れたと指摘している 75．いずれにせよ，現在

の社会保障制度改革は，都市農村それぞれに

適用される社会保障制度を統合する「城郷居

民基本医療保険」（国発〔2014〕8 号）や「城

郷居民基本養老保険」（国発〔2016〕3 号）、

および「最低生活保障制度城郷一体化」（民発

〔2021〕57 号）といった社会保障制度の健全

化に注力して中国版の「国民皆保険・皆年金」

を目指しているのが事実である．改革開放期

（市場経済期）における福祉政策改革がどの

ように形作られてきたかを今後の課題にした

い． 
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